
２０２３年3月更新

※２０２２年４・５月分の教育活動支援事業費の支出はありませんでした。

Ｎｏ． 購入・実施日 内容 数量など 支出額 活用方法 備考
1 6月14日 ウエットティッシュ 6箱 5,592 感染防止

5,592 ‐

Ｎｏ． 購入・実施日 内容 数量など 支出額 活用方法 備考
1 7月22日 プラスチックエプロン 100枚 1,312 感染防止

1,312 ‐

Ｎｏ． 購入・実施日 内容 数量など 支出額 活用方法 備考
1 8月22日 印刷機マスター 2本 10,340 教材作成による学習保障
2 8月22日 印刷インキ 6個 13,350 教材作成による学習保障

23,690 ‐

Ｎｏ． 購入・実施日 内容 数量など 支出額 活用方法 備考
1 9月6日 石鹸 40袋 5,920 感染防止
2 9月12日 感光体ユニット 1個 9,900 教材作成による学習保障
3 9月13日 食器乾燥機 1台 5,300 感染防止
4 9月15日 ベンザルコニウム塩化物液3本 1,245 感染防止
5 9月15日 ゴム手袋 500枚 6,235 感染防止
6 9月21日 レジ袋 200枚 1,092 感染防止

29,692 ‐

Ｎｏ． 購入・実施日 内容 数量など 支出額 活用方法 備考
1 10月6日 書画カメラ 3台 89,400 接触を避け学習効率を上げるため
3 10月20日 ミシン 10台 292,600 接触を避け学習効率を上げるため
4 10月31日 ドッジボール 20個 27,550 学習活動の保障

409,550 ‐

Ｎｏ． 購入・実施日 内容 数量など 支出額 活用方法 備考
1 11月29日 スチームファン式加湿器 1台 14,180 感染防止

14,180 ‐

Ｎｏ． 購入・実施日 内容 数量など 支出額 活用方法 備考
1 12月19日 書画カメラ 1台 29,800 接触を避け学習効率を上げるため
2 12月21日 感染防止パネル 20個 33,000 感染防止
3 12月21日 サーキュレーター 4台 20,560 感染防止

83,360 ‐

Ｎｏ． 購入・実施日 内容 数量など 支出額 活用方法 備考
1 1月10日 ペダルボックス 3個 6,756 感染防止
2 1月11日 ゴム手袋 50双 10,500 感染防止
3 1月11日 サニタリーボックス 10個 37,100 感染防止
4 1月17日 ついたて 4台 55,600 感染防止
5 1月20日 ペダル式ダストボックス 10個 9,496 感染防止
6 1月23日 非接触型体温計 35個 92,400 感染防止
7 1月27日 アルコール 20本 92,000 感染防止

303,852 ‐

Ｎｏ． 購入・実施日 内容 数量など 支出額 活用方法 備考
2月2日 パーテーション 2台 50,000 感染防止
2月3日 PPC用紙 20箱 25,600 教材作成
2月21日 薬用泡ハンドソープ 1式 22,970 感染防止
2月22日 ゴム手袋 10箱 12,320 感染防止
2月22日 ビニール透明シート 1枚 16,791 感染防止
2月22日 パーテーションホワイトボード 1台 42,000 感染防止
2月22日 ついたて 3台 41,700 感染防止
2月27日 3連ホワイトボードパネル 1台 76,500 感染防止

287,881 ‐

Ｎｏ． 購入・実施日 内容 数量など 支出額 活用方法 備考
3月7日 3連ホワイトボードパネル 1台 76,500 感染防止

76,500 ‐ ‐
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「学校等における感染症対策等支援事業

（教育活動支援事業費）」の支出状況について

各学校が児童生徒の安心安全な学習環境を確保しつつ教育活動を着実に継続するため、学校の感染症対策等を講じる取組及

び児童生徒の学びの保障をするための取組を実施するに当たり，校長の判断で迅速かつ柔軟に対応することができるよう「学

校等における感染症対策等支援事業（教育活動支援事業費）」として，国から各小中学校に対し180万円～90万円の予算が措

置され，各学校長の裁量で執行できることとされています。（２０２２年度末まで執行可能）


